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白石市空き店舗等対策事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 市長は、中小企業者の創業を支援するとともに、空き店舗等の活用

を促進することにより地域内就業者の増加及び中心市街地の活性化を図る

ため、中小企業の創業に伴う空き店舗等の改修費の一部について、予算の

範囲内において白石市空き店舗等対策事業補助金（以下「補助金」という。）

を交付するものとし、その交付等に関しては、白石市補助金等交付規則（平

成１７年白石市規則第３号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、

この要綱の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

(１) 中小企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条

第１項に規定する中小企業者をいう。 

(２) 中心市街地 別図に掲げる範囲をいう。 

(３) 空き店舗等 中心市街地に存在する建物であって、過去１か月以内

に使用されていないものをいう。 

(４) 新規出店 中小企業者が空き店舗等を利用して新たに出店する場合

で、別表に掲げる補助金の対象となる事業又は施設（以下「補助対象事

業等」という。）を営むことをいう。ただし、次に掲げる事業は除く。 

ア 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法

律第１２２号）の規定による許可又は承認を要する事業 

イ 宗教活動又は政治活動を目的とする事業 

ウ 日中（午前７時から午後５時）に営業を行わない事業 

エ その他公序良俗を害すると市長が認める事業 

（補助対象者） 

第３条 この要綱による補助金の交付対象者（以下「補助対象者」という。）

は、次に掲げる条件をいずれも満たすものとする。ただし、中心市街地の

活性化が図られると市長が判断した場合はその限りでない。 
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(１) 本市の住民及び本市に本店又は支店若しくは営業所を持つ法人 

(２) 補助対象事業等を週５日以上営業し、かつ出店後２年以上継続して

営むことができる者 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は補助対象

者としない。 

(１) 納付すべき市税（白石市行政サービス制限実施要綱（平成２４年白

石市告示第３４号）第２条第１項に規定するものをいう。）に滞納のあ

る者 

(２) 会社法（平成１７年法律第８６号）第４７５条若しくは第６４４条

の規定による清算の開始又は破産法（平成１６年法律第７５号）第１８

条第１項若しくは第１９条第１項の規定による破産手続開始の申立てが

なされている者 

(３) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更

生手続開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２

１条の規定による再生手続開始の申立てがなされている者 

(４) 宗教活動又は政治活動を主たる目的としている者 

(５) 白石市暴力団排除条例（平成２４年白石市条例第２６号）第２条第

３号に規定する暴力団員が、代表取締役（個人が事業を営む場合には、

その代表）として会社を経営し、又は取締役その他の役員として会社運

営に関与し、若しくは実質的に経営を支配している者 

(６) 空き店舗等の所有者、管理者その他空き店舗等に関して権原を有す

る者の親族である者 

(７) 新規出店に関し、この要綱の規定による補助金以外に、同一の経費

について重複して補助金その他の給付を受けている者  

 (８) 市内の他の店舗から移転して新規出店することにより、移転前の店

舗を空き店舗とする者 

(９) 次条に規定する補助対象経費の額が５０万円未満の者 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）
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は、新規出店のため空き店舗等の改修に直接要した経費のうち、市長が認

める経費とする。 

（補助金の額等） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費の３分の１以内の額（その額が５０万

円を超える場合にあっては５０万円）とし、その額に１，０００円未満の

端数があるときは、これを切り捨てた額とする。 

２ 補助金の交付は、新規出店１件につき１回限りとする。 

（交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、

新規出店のための空き店舗等の改修に着手する前に、規則第５条第１項の

規定による白石市空き店舗等対策事業補助金交付申請書（様式第１号。以

下「交付申請書」という。）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定による交付申請書に添付しなければならない書類は、次に掲

げるとおりとする。 

(１) 事業計画書 

(２) 収支予算書又はそれに代わる書類 

(３) 改修に係る見積書又は経費の内訳が分かる書類の写し 

(４) 前年度の納税証明書 

(５) その他市長が必要と認める書類 

（交付決定通知） 

第７条 規則第８条の規定による補助金の交付決定通知は、白石市空き店舗

等対策事業補助金交付決定通知書（様式第２号）によるものとする。 

（交付決定後の変更等の通知） 

第８条 規則第１１条の規定による補助事業の計画の変更通知は、白石市空

き店舗等対策事業変更（中止・廃止）通知書（様式第３号）によるものと

する。 

２ 前項の通知に係る規則第１１条第３項の規定による承認通知は、白石市

空き店舗等対策事業変更承認通知書（様式第４号）によるものとする。 

（実績報告） 
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第９条 規則第１５条の規定による実績報告は、補助対象事業の完了の日か

ら起算して１月を経過する日又は補助金の交付決定があった年度の翌年度

の４月３０日までのいずれか早い日までに、白石市空き店舗等対策事業実

績報告書（様式第５号）により行うものとする。 

２ 前項の報告書に添付しなければならない書類は、次に掲げるとおりとす

る。 

(１) 事業報告書 

(２) 収支決算書又はこれに代わる書類 

(３) 改修に係る領収書又は支払の事実が確認できる書類の写し 

(４) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１０条 規則第１６条の規定による補助金の額の確定の通知は、白石市空

き店舗等対策事業補助金の額の確定通知書（様式第６号）によるものとす

る。 

（補助金の交付） 

第１１条 補助金は、前条の規定による補助金の額の確定後に交付するもの

とし、その請求は、白石市空き店舗等対策事業補助金交付請求書（様式第

７号）によるものとする。 

（交付決定の取消し） 

第１２条 市長は、規則第１９条に規定する条件のほか、この要綱の規定に

違反すると認められるときは、交付決定を取消し、又は既に交付した補助

金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

（委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、

別に定める。 

附 則 

 この告示は、平成３０年４月１日から施行する。 

    附 則 

 この告示は、令和３年４月１日から施行する。 
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別図（第２条関係） 

 

別表（第２条関係） 

対象事業又は施設 小売業 

飲食業 

サービス業 

観光交流施設 

観光物産施設 

研修施設 

保育・福祉サービス施設 

地域休憩所 

その他地域貢献を目的とする施設 

 


